
平成 12年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 12年 5月 19日

上   場   会   社   名    タカノ株式会社 上場取引所 東

コード番号    7885 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 取締役企画室長 長野県

　　　　　　  氏　　        名　　　　野溝　郁文 TEL (0265) 85 - 3150
決算取締役会開催日　　平成 12年 5月 19日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 12年 6月 29日

１. 12年 3月期の業績（平成 11年 4月 1日 ～ 平成 12年 3月 31日）
(1)経営成績 (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　　　売　　上　　高 　　　　  営　業　利　益 　　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 3月期 17,753 3.1 1,522 17.7 1,441 9.1

11年 3月期 17,212 △ 21.7 1,294 △ 49.8 1,321 △ 47.8

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

12年 3月期 812 19.9 51.68 - 3.7 4.9 8.1

11年 3月期 677 △ 50.3 43.11 - 3.2 4.6 7.7

(注)①期中平均株式数 12年 3月期    15,721,000 株          11年 3月期    15,721,000 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　 有

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

12年 3月期 17.00 0.00 17.00 267 32.9 1.2

11年 3月期 17.00 0.00 17.00 267 39.4 1.3

（注）12年 3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　0 円 00 銭 、　特別配当　0 円 00 銭 

(3)財政状態
      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 3月期 29,525 22,297 75.5 1,418.33

11年 3月期 27,695 21,267 76.8 1,352.78

（注）期末発行済株式数　12年 3月期    15,721,000　株　　　11年 3月期    15,721,000株

２. 13年 3月期の業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 8,890 720 410 0.00 － －

通　　期 18,570 1,650 930 － 17.00 17.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   59 円 16 銭 
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 貸 借 対 照 表
(単位：千円、未満切捨)

期　　別　　 第　４６　期 第　４７　期
(平成11年3月31日現在) (平成12年3月31日現在) 増　　減

　科　　目 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　額

　（ 資 産 の 部 ） ％ ％ 

  Ⅰ 流  動  資  産

 1.現 金 及 び 預 金 7,941,646 8,142,202 200,556

 2.受 取 手 形 199,247 416,247 217,000

 3.売 掛 金 6,083,754 7,354,113 1,270,359

 4.有 価 証 券 4,060 3,600 △ 460

 5.製 品 234,007 282,671 48,664

 6.原 材 料 334,013 356,958 22,945

 7.仕 掛 品 389,235 410,789 21,554

 8.貯 蔵 品 12,249 11,251 △ 998

 9.前 渡 金 12,332 1,412 △ 10,920

10.前 払 費 用 11,263 20,931 9,668

11.繰 延 税 金 資 産 － 78,984 78,984

12.未 収 入 金 259,370 319,419 60,049

13.そ の 他 14,532 12,842 △ 1,690

14.貸 倒 引 当 金 40,40940,409 38,58538,585 △ 1,824

流動資産合計 15,455,305 55.8 17,372,841 58.8 1,917,536

　Ⅱ　固　定　資　産

   (1) 有形固定資産

 1.建 物 2,002,547 1,878,503 △ 124,044

 2.構 築 物 127,447 116,438 △ 11,009

 3.機 械 及 び 装 置 1,339,823 1,156,504 △ 183,319

 4.車 両 及 び 運 搬 具 9,961 9,790 171

 5.工 具 器 具 及 び 備 品 431,766 374,943 △ 56,823

 6.土 地 4,481,247 4,505,137 23,890

 7.建 設 仮 勘 定 43,788 8,705 △ 35,083

有形固定資産合計 8,436,582 30.5 8,050,023 27.3 △ 386,559

   (2) 無形固定資産

 1.借 地 権 10,162 10,162 － 

 2.意 匠 権 4,169 2,699 △ 1,470

 3.意 匠 出 願 権 67,051 55,130 △ 11,921

 4.ソ フ ト ウ ェ ア - 204,496 △ -204,496

 5.そ の 他 11,374 18,447 7,073

無形固定資産合計 92,757 0.3 290,936 1.0 △ -198,179

 　(3) 投資その他の資産

 1.投 資 有 価 証 券 2,927,669 2,856,144 △ 71,525

 2.関 係 会 社 株 式 488,394 486,294 △ 2,100

 3.出 資 金 1,850 1,900 50

 4.長 期 貸 付 金 11,000 － △ 11,000
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(単位：千円、未満切捨)

期　　別　 第　４６　期 第　４７　期
(平成11年3月31日現在) (平成12年3月31日現在) 増　　減

　科　　目 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　額

％ ％ 

 5.更 正 債 権 186,710 158,710 △ 28,000

 6.長 期 前 払 費 用 268,689 5,759 △ 262,930

 7.繰 延 税 金 資 産 － 448,612 448,612

 8.そ の 他 13,220 13,339 119

 8.貸 倒 引 当 金 186,781 158,710 △ 28,071

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 3,710,751 13.4 3,812,050 12.9 101,299

固 定 資 産 合 計 12,240,092 44.2 12,153,011 41.2 △ 87,081

資 産 合 計 27,695,398 100.0 29,525,852 100.0 1,830,454

  ( 負 債 の 部 ） 

 Ⅰ　流　動　負　債

 1.支 払 手 形 2,199,562 2,814,595 615,033

 2.買 掛 金 1,095,619 1,363,515 267,896

 3.一年内返済予定長期借入金 138,800 170,800 32,000

 4.未 払 金 152,147 167,377 15,230

 5.未 払 法 人 税 等 295,544 304,851 9,307

 6.未 払 消 費 税 等 － 79,200 79,200

 7.未 払 費 用 162,786 172,625 9,839

 8.前 受 金 147 － △ 147

 9.預 り 金 87,721 87,028 △ 693

10.賞 与 引 当 金 341,595 322,158 △ 19,437

11.設 備 支 払 手 形 220,653 39,252 △ 181,401

12.そ の 他 18,020 198 △ 17,822

流 動 負 債 合 計 4,712,596 17.0 5,606,461 19.0 893,865

 Ⅱ　固　定　負　債

 1.長 期 借 入 金 415,300 320,500 △ 94,800

 2.退 職 給 与 引 当 金 1,148,069 1,136,214 △ 11,855

 3.役 員 退 職 慰 労 引 当 金 152,400 165,100 12,700

固 定 負 債 合 計 1,715,769 6.2 1,621,814 5.5 △ 93,955

負 債 合 計 6,428,365 23.2 7,228,276 24.5 799,911

　( 資 本 の 部 ）

  Ⅰ　資　　本　　金 2,015,900 7.3 2,015,900 6.8 － 

　Ⅱ　資 本 準 備 金 2,157,140 7.8 2,157,140 7.3 － 

  Ⅲ　利 益 準 備 金 503,975 1.8 503,975 1.7 － 

  Ⅳ　その他の剰余金    

(1)任 意 積 立 金 15,300,000 15,800,000 500,000

 1.退 職 手 当 積 立 金 400,000 400,000 － 

 2.別 途 積 立 金 14,900,000 15,400,000 500,000

(2)当 期 未 処 分 利 益 1,290,017 1,820,561 530,544

その他の剰余金合計 16,590,017 59.9 17,620,561 59.7 1,030,544

資 本 合 計 21,267,032 76.8 22,297,576 75.5 1,030,544

負 債 資 本 合 計 27,695,398 100.0 29,525,852 100.0 1,830,454

－  24  －
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 損  益  計  算  書
(単位：千円、未満切捨)

期　　別　 第　４６　期 第　４７　期

自 平成10年４月１日自 平成10年４月１日自 平成10年４月１日 自 平成11年４月１日自 平成11年４月１日自 平成11年４月１日自 平成11年４月１日 増　　減増　　減
至 平成11年３月31日至 平成11年３月31日 至 平成12年３月31日至 平成12年３月31日至 平成12年３月31日

　科　　目 金　　　額 百分比 金　　　額 百分比 金　額

％ ％ 

　Ⅰ　売　　　上　　　高 17,212,824 100.0 17,753,920 100.0 541,096

　Ⅱ　売　 上　  原　 価 14,025,775 81.5 14,189,760 79.9 163,985

売 上 総 利 益 3,187,049 18.5 3,564,159 20.1 377,110

  Ⅲ　販売費及び一般管理費 1,893,006 11.1 2,041,463 11.5 148,457

営 業 利 益 1,294,043 7.5 1,522,696 8.6 228,653

　Ⅳ　営  業  外  収  益 103,123 0.6 86,114 0.5 △ 17,009

 1.受 取 利 息 34,656 11,346 △ 23,310

 2.有 価 証 券 利 息 11,274 29,130 17,856

 3.受 取 配 当 金 16,475 14,635 △ 1,840

 4.固 定 資 産 賃 貸 料 7,842 5,790 △ 2,052

 5.雑 収 入 32,875 25,211 △ 7,664

　Ⅴ　営　業　外　費　用 76,086 0.4 167,784 0.9 91,698

 1.支 払 利 息 6,725 10,882 4,157

 2.為 替 差 損 12,629 15,340 2,711

 3.投 資 有 価 証 券 評 価 損 51,284 114,303 63,019

 4.固 定 資 産 除 売 却 損 3,505 26,052 22,547

 5.雑 損 失 1,941 1,205 △ 736

経 常 利 益 1,321,080 7.7 1,441,025 8.1 119,945

　Ⅵ　特　別　利　益 111,526 0.6 29,894 0.2 △ 81,632

 1.前 期 損 益 修 正 益 36,057 － △ 36,057

 2.退 職 給 与 引 当 金 取 崩 額 48,770 － △ 48,770

 3.貸 倒 引 当 金 戻 入 益 26,698 29,894 3,196

  Ⅶ  特  別  損  失 170,191 1.0 55,651 0.3 △ 114,540

 1.固 定 資 産 除 却 損 155,641 45,651 △ 109,990

 2.棚 卸 資 産 廃 棄 損 14,550 － △ 14,550

 3.投 資 有 価 証 券 評 価 損 － 9,999 9,999

税 引 前 当 期 純 利 益 1,262,414 7.3 1,415,269 8.0 152,855

法人税､住民税及び事業税 584,627 3.4 640,066 3.6 55,439

法 人 税 等 調 整 額 － 37,211 0.2 37,211

当 期 純 利 益 677,787 3.9 812,414 4.6 134,627

前 期 繰 越 利 益 612,230 517,760 △ 94,470

過 年 度 税 効 果 調 整 額 － 490,386 490,386

当 期 未 処 分 利 益 1,290,017 1,820,561 530,544

－  25  －
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  利 益 処 分 案
(単位：円) 

期　別
前  期 当  期 増  減

科　目

Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益 1,290,017,877 1,820,561,613 530,543,736

Ⅱ 利 益 処 分 額 772,257,000 1,272,257,000 500,000,000

1. 利 益 配 当 金 267,257,000 267,257,000 － 
　　１株につき 　　１株につき
　　普通配当17円00銭 　　普通配当17円00銭

2. 役 員 賞 与 金 5,000,000 5,000,000 － 
(うち監査役賞与金) (400,000) (400,000) (－) 

3. 任 意 積 立 金

別 途 積 立 金 500,000,000 1,000,000,000 500,000,000

Ⅲ 次 期 繰 越 利 益 517,760,877 548,304,613 30,543,736

－  26  －



重要な会計方針

年度別 第 47 期

自 平成11年4月 1日

項 目 至 平成12年3月31日

1. 有価証券の評価基準及 (イ)取引所の相場のある有価証券 移動平均法による低価法(洗替え方式)

び評価方法 (ロ)その他の有価証券 移動平均法による原価法

2. 棚卸資産の評価基準及 (イ)製品、原材料および仕掛品 総平均法による原価法

び評価方法 (ロ)貯 蔵 品 最終仕入原価法による原価法

3. 固定資産の減価償却の (イ)有形固定資産 法人税法に規定する方法と同一の基準による定率法

方法 (ロ)無形固定資産 法人税法に規定する方法と同一の基準による定額法

ただし、自社利用のソフトウェアについては､社内における見込利用可能

期間 (5年)に基づく定額法

(ハ)長期前払費用 法人税法に規定する方法と同一の基準による均等償却

4. 引当金の計上基準 (イ)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、法人税法の規定による繰入限度

相当額(法定繰入率)を計上しているほか、債権の回収可能性を個別に検

討して、貸倒見積額を計上しております。

(ロ)賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。

(ハ)退職給与引当金

従業員の退職金および役員の退職慰労金の支給に充てるため、従業員に

ついては期末自己都合退職金要支給額を、役員については内規に基づく

期末要支給額を計上しております。

5.リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。

6. 退職年金制度 勤続年数20年以上かつ満58歳以上の定年退職者を対象として、適格退職年金

制度に加入しております。

平成11年12月31日現在の過去勤務費用残高 326,847 千円

過去勤務費用の掛金期間 14 年

7. 消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

－ 27 －



追加情報

年度別 第 47 期

自 平成11年4月 1日

項 目 至 平成12年3月31日

1.ソフトウェア 従来投資その他資産の「長期前払費用」に計上していた自社利用のソフトウ

ェアについては､「研究開発費及びソフトウェアに関する実務指針」(日本公

認会計士協会 会計制度委員会報告第12号 平成11年3月31日)における経過措

置の適用により、従来の会計処理方法を継続して採用しております。ただ

し、同報告により上記に係るソフトウェアの表示については、投資その他の

資産の「長期前払費用」から無形固定資産の「ソフトウェア」に変更し、減

価償却の方法については、社内における見込利用可能期間(5年)に基づく定

額法によっています。

2.税効果会計の適用 当期から税効果会計を適用しております。この適用に伴い、税効果会計を適

用しない場合と比較し繰延税金資産527,597千円(流動資産78,984千円、投資

その他の資産448,612千円)が新たに計上されるとともに、当期純利益は37,2

11千円、当期未処分利益は527,597千円多く計上されております。

－ 28 －



注 記 事 項

(貸借対照表関係)

第 46 期 第 47 期

(平成11年３月31日現在) (平成12年３月31日現在)

1. 9,664,092 千円 1. 9,854,726 千円有 形 固 定 資 産 の 減 価 償 却 累 計 額 有形固定資産の減価償却累計額

2.担保に供している資産およびこれに対応する債 2.担保に供している資産およびこれに対応する債

務は次のとおりであります。 務は次のとおりであります。

（イ)担保に供している資産 （イ)担保に供している資産

建 物 257,736 千円 建 物 238,348 千円

構 築 物 5,965 構 築 物 5,432

機械及び装置 135,632 機械及び装置 119,217

土 地 234,551 土 地 222,201

借 地 権 6,110 借 地 権 6,110

計 639,996 計 591,311

(ロ)上記に対応する債務 (ロ)上記に対応する債務

一年内返済予定長期借入金 一年内返済予定長期借入金55,600 千円 55,600 千円

長期 借入金 198,500 長 期 借 入 金 142,900

254,100 198,500

すべて工場財団に係るものであります。 すべて工場財団に係るものであります。

3.関係会社に対するものが次のとおり含まれてお 3.関係会社に対するものが次のとおり含まれてお

ります。 ります。

受 取 手 形 668 千円 受 取 手 形 2,711 千円

売 掛 金 4,153,417 売 掛 金 5,073,419

支 払 手 形 81,555 支 払 手 形 170,751

買 掛 金 94,381 買 掛 金 195,484

4.主な外貨建資産 4.主な外貨建資産

売掛金 642 (77,468 ) 売掛金 512 (54,410 )千米ドル 千円 千米ドル 千円

5. 50,000,000 株 5. 50,000,000 株会社が発行する株式の総数 会社が発行する株式の総数

発 行 済 株 式 の 総 数 15,721,000 株 発 行 済 株 式 の 総 数 15,721,000 株
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(損益計算書関係)

第 46 期 第 47 期

自 平成10年４月１日 自 平成11年４月１日

至 平成11年３月31日 至 平成12年３月31日

1.関係会社との取引にかかわるものが次のとおり 1.関係会社との取引にかかわるものが次のとおり

含まれております。 含まれております。

売 上 高 11,944,568 千円 売 上 高 12,290,935 千円

固定資産賃貸料 3,112

2. 2.研究開発費の総額

一般管理費及び当期製造費用に含まれている研

究開発費 338,083 千円

3.営業外費用の固定資産除売却損は、経常的に発 3. 同 左

生する機械及び装置、工具器具及び備品の交換

による除却等にかかわる損失であります。

4.特別利益の前期損益修正益は税務調査による固 4.

定資産受入額であります。

5.特別損失の固定資産除却損の内訳は次のとおり 5.特別損失の固定資産除却損の内訳は次のとおり

であります。 であります。

機械及び装置 83,412 千円 機械及び装置 45,651 千円

工具器具及び備品 35,762

除 却 費 用 33,290

そ の 他 3,176

計 155,641

6. 6.特別損失の投資有価証券評価損は、強制評価減

によるものであります。
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(リース取引関係)

第 46 期 第 47 期

自 平成10年４月１日 自 平成11年４月１日

至 平成11年３月31日 至 平成12年３月31日

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引 るもの以外のファイナンス・リース取引

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額および期末残高相当額 相当額および期末残高相当額

取得価額 減価償却 期末残高 取得価額 減価償却 期末残高
相当額 累計額相 相当額 相当額 累計額相 相当額

当額 当額

千円 千円 千円 千円 千円 千円機 械 及 機 械 及135,260 75,892 59,367 90,925 42,776 48,148び 装 置 び 装 置

車両及び 車両及び11,840 6,586 5,254 13,047 6,046 7,001運 搬 具 運 搬 具

工具器具及び備品 工具器具及び備品297,469 162,580 134,888 206,255 108,519 97,736

合計 444,570 245,059 199,510 合計 310,228 157,341 152,886

(2)未経過リース料期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額

１ 年 内 78,562 千円 １ 年 内 60,161 千円

１ 年 超 129,407 １ 年 超 99,231

合 計 281,651 159,392

(3)当期の支払リース料、減価償却費相当額および (3)当期の支払リース料、減価償却費相当額および

支払利息相当額 支払利息相当額

支払リース料 116,904 千円 支払リース料 90,277 千円

減価償却費相当額 102,285 減価償却費相当額 80,380

支払利息相当額 11,167 支払利息相当額 7,461

(4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 同 左

(5)利息相当額の算定方法 (5)利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相

当額の差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によってお 同 左

ります。
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(税効果会計関係)

第 47 期

(平成12年3月31日現在)

1.繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 (単位:千円)

繰延税金資産

退職給与引当金 312,770

役員退職慰労引当金 67,832

貸倒引当金超過額 64,881

賞与引当金超過額 44,120

未払事業税 34,864

みなし配当金 31,882

減価償却費 3,127

小計 559,480

評価性引当金 △ 31,882

繰延税金資産合計 527,597
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(有価証券の時価等関係)

当事業年度(平成12年3月31日現在)については、連結財務諸表における注記事項として記載

しております。

有 価 証 券 の 時 価 等

（単位：千円)

期別 前 期
(平成11年３月31日現在)

種類 貸借対照表価額 時 価 評価損益

(1)流 動 資 産 に 属 す る も の

株 式 4,060 4,022 △ 38

債 券 － － －

そ の 他 － － －

小 計 4,060 4,022 △ 38

(2)固 定 資 産 に 属 す る も の

株 式 725,258 891,270 166,012

債 券 － － －

そ の 他 302,002 304,063 2,061

小 計 1,027,260 1,195,333 168,073

合 計 1,031,321 1,199,355 168,034

(注) 1.時価の算定方法

上 場 有 価 証 券 主に東京証券取引所の最終価格によっております。

店 頭 売 買 有 価 証 券 日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。

非上場の証券投資信託の受益証券 基準価格によっております。

2.開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額

(流動資産)

コマーシャルペーパー - 千円

(固定資産)

店頭売買株式を除く非上場株式 443,646

マネー・マネージメント・ファンド 741,827

中期国債ファンド 203,328

非上場外国債券 1,000,000
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　役員の異動

平成 12 年 6 月 29 日開催予定の第 47 期定時株主総会および取締役会において、下記のものの選任ならび

に昇格を付議する予定であります。

(1) 代表者の異動予定

退任予定代表取締役

代表取締役会長 堀　井　朝　運　（相談役に就任予定）

(2) その他の役員の異動予定

新任取締役候補

取　　締　　役 大　住　之　盈　（現役職　技術部長）

昇格予定取締役

常 務 取 締 役 野　溝　郁　文　（現役職　取締役）

新任監査役候補

常 勤 監 査 役 菅　沼　孝　彦　（現役職　取締役）

監　　査　　役 黒　田　錦　吾　（コクヨ㈱専務取締役　兼任）

退任予定取締役

常 務 取 締 役 片　桐　美　義

取　　締　　役 明　石　安　弘

取　　締　　役 菅　沼　孝　彦　（常勤監査役に就任予定）

取締役（非常勤） 黒　田　錦　吾　（監査役に就任予定）

取締役（非常勤） 石　川　康　宏

退任予定監査役

常 勤 監 査 役 代　田　　　健

監　　査　　役 小　原　勝　裕
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